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ウクライナと米国の交渉決裂の意味

トランプ米大統領とウクライナのゼレンスキー大統領の2月28日の
資源協定の協議の決裂が大きく報じられています。前例がない口論
などと報道されていますが、投資の観点から見ると地政学リスクの低
下の先送りということになります。
まず、トランプ氏とゼレンスキー氏の考え方の違いは大きいです。ゼ
レンスキー氏とイギリスやフランスは、軍事力の強い国が領土を広げ
ることを認めない考え方です。
欧州では歴史的にフランスとドイツの大国同士の領土争いが多くの
被害をもたらしたので、欧州連合（EU）を作って経済力や軍事力だけ
で国境変更を行わないという規範を作ってきました。ですからロシア
の侵攻は認めるわけにはいかないのです。
しかし、アメリカは歴史的にメキシコとの戦争やアラスカをロシアか
ら買い取るなどして領土を広げてきた国ですので、ウクライナが軍事
力に不足するのであれば、支援を受けるためにレアメタルの権益をア
メリカに渡すなどを求めても違和感がないのでしょう。
このように考えるとアメリカと欧州が連携することでわかりやすい
解決に向かうとは考えにくいです。それゆえアメリカを含めた目先の
和平案が進展しても欧州がロシアへの制裁を簡単に取り去るとは考
えにくいです。
トランプ氏の仲介でロシアとウクライナが和平に至っても、石油、天
然ガス、金などの価格低下や関連する欧州株の上昇の期待を大きく
持ちすぎないようにしておくほうがよさそうです。
長期的には株価は企業収益に依存しますので、地政学リスクにふり
まわされすぎないようにしましょう。
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